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なぜ今だにベーシックインカムが実現しないのか 

 

● 国民全員への10万円支給が決まりましたけど、1回きりじゃ足りませんよね？ 

● ベーシックインカムというのは、その10万円を今後毎月にするっていうものです。 

● かなりの有名人の方たちもYouTubeなどでベーシックインカムのことを発信してます

けど、なぜ実現しないのでしょうか。 

● それはですね。何十万アクセスがあっても、その何十万の人が「そうなるといーな」

「早くそうして欲しい」「私が行動を起こしたとしても、影響力がないから」ってい

う受け身で何も行動を起こさないからのようです。 

● また、行動を起こすにしても、細かなところで意見が合わないところが出てきてまと

まらないからです。 

● この際、細かなところはわきに置いて毎月10万円を実現しませんか。 

 

  

国民一人当たり１０万円 

これからずっと毎月ほしいって思いませんか？ 

でも増税とか、他の保障がなくなったりす

るのは嫌ですよね 

できるんです！ 

ベーシックインカムっていう制度で。 
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感染症対策等による住民、事業者の経済的被害に対する 

経済的支援とベーシックインカム支給法 

 
● 国民全員への10万円支給が決まりましたが、それが「いつ支給されるのか」ということしか

マスメディアでは言わず、その期間が何か月続くのかなどの突っ込んだことは箝口令が敷か

れている模様です。 

 

● それが５月早々に支給されたとしても、またその期間が3ヵ月や半年程度だとしたら、ばら撒

かれた資金を国民は貯め込んで流通せず、国家財政も景気も苦しくなるばかりの愚策と言え

ますね。 

 

● そして私たち生活費に影響が出ている者にとって、たった１回きりの１０万支給で何とかな

るのでしょうか？ 

 

● しかし、もし次のようなことが実現出来たらどうでしょうか。 

 

① 国民一人当たり10万円が今後ずっと毎月支給される 

② それに税はかからない 

③ さらにこれまで以上の増税は無し 

④ インフレにもならず、経済は安定する 

 

● これを実現可能にするのが、日本版ベーシックインカムです。 

 

● イタリア第1党五つ星運動の創始者ベッペ・グリッロ氏（貧困の撲滅を最優先政策として、政

権獲得後にすぐ財政出動で所得保障政策を導入した。）やダニエル・ハニ氏、エノ・シュミッ

ト氏らのベーシック・インカム国民投票のプロジェクトを参考に、ベーシックインカムを日

本に導入することを佐々木重人氏が提案。この案には穴がなく、どんな経済学者も明確な理

由をもって反対できないと確信されています。 

 

● 今回の新型コロナウィルス問題で、生活が立ち行かなくなっている人や店舗、会社も多く、

明日や来月にも破産、倒産どころか衣食住に事欠く人が出てきています。 

 

● 誰がどれだけ大変で苦しいか、逆に苦しくもないのにもらえるならできるだけもらおうとい

う人がどれだけいるのかを判定しようとしている間に、本当に大変な人が力尽きようとして

います。 

 

● 今の急場を凌ぐために、区や市や県や都、そして国に今回の支援金をと要求するのは議論の

余地もありませんが、現在の支援策のようにただ出すだけの策では、1回こっきりか、数回程

度で終わってしまい、継続することが困難なことは明白です。 

 

● そこで、今回の新型コロナウィルスのような問題が今後発生したとしても、皆が経済面の心

配なく落ち着いた情報収集と分析で、適切な対応ができる体制を作り、それをいつでも再開

できる状態で維持することを考えると、ベーシックインカム支給法が私たち現代社会人とし

て最良の選択のひとつと考えらます。(憲法改正がベストかも知れませんが、法律で充分可能

です) 

 

● そのベーシックインカムが支給されるとどうなるか、その仕組みはというと、次ページの通

りです。 
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家族構成 1名 2名 3名 4名 5名 

月収 ¥180,000 ¥230,000 ¥320,000 ¥380,000 ¥400,000 
ベーシックインカム ¥100,000 ¥200,000 ¥300,000 ¥400,000 ¥500,000 

月収計 ¥280,000 ¥430,000 ¥620,000 ¥780,000 ¥900,000 
 

● 増税なく導入、施行され、またインフレもなく経済が安定する仕組みが次の通りです。 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 国民一人につき一律月額10万円を支給したとすると、ほぼすべての国民が最低限の生活保障

を得られ、自分に合った職業を選択して能力を発揮することができると言えます。 

 

● 本来の意味での職業選択の自由が実現することによって、雇用側と被雇用側が対等になりま

す。(要は、「ベーシックインカムが入るんだから給料を減らす」という会社には、「はい、じ

ゃぁ辞めます」と言えるわけです) 

 

● 中央銀行が直接ベーシックインカムを支給する(国民の預金口座に直接振り込む)ことで、増

税なしで実現でき、貧困のない社会が始まるわけです。 

 

● マネーサプライが1,400兆円もある日本では、すでにベーシックインカム10年～20年分のお金

があるので、いとも簡単に年間152兆円のベーシックインカムを10年続ける財源があるのです

が、このやり方を間違って中央銀行が最初の財源を新規発行する(お金の増刷をする)可能性

もあります。 

 

● そうなるとインフレが懸念されますが、上記図のように、中央銀行が全ての供給資金を管理

中央銀行 

政府 商業銀行 
会社・店舗 

ベーシックインカム 
 (Basic Income) 

融資 
保証金 資金供給 

ベーシックインカム

財源 

税金＋社会保障費 
公共サービス 

給料 
労働 

支払い 
商品・サービス 

経済の仕組み 
GDP に対する資金供給量 

税金＋社会保障費 

ベーシックインカム 

年間 152 兆円 

兆円増 

通貨の信用創造

を禁止。 

中央銀行が資金

供給を管理 

香港(390)～コンゴ(15) 

マネーストック 
1,400 兆円 

税金＋社会保障費 
公共サービス 

増税なく導入し、経済が安定する仕組み 

ベーシックインカム (Basic Income) 
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する(商業銀行の信用創造による通貨発行を禁止する)ことで、新規に投入されたベーシック

インカム資金は、銀行融資総額の調整で物価の安定を実現できるわけです。 

 

● さらに、今のダブついたマネーサプライを回収して処理することで、今よりもずっと健全な

経済システムになる訳です。 

 

● また上記左図のように、GDPに対する資金供給量が100を超える国は、この方法でのベーシッ

クインカムが成功すると言えます。日本は200をゆうに超え(245)ているため、増税すること

もインフレの心配もなくベーシックインカムを導入し、健全に経済が回ります。 

 

● このベーシックインカムの実現には、憲法改正が必要なように思えるかもしれませんが、普

通の法律でも実現します。 

 

● 実現方法のひとつは、自治体に対して国民の直接請求権を行使することであり、国民全員に

10万円支給が決まった今、非常な現実味を帯びてきました。 

 

● 直接請求とは、住民の意思が政治に反映するように直接的政治参加が保障されている制度で

す。 

 

● 条例の制定を請求する権利(国民発案またはイニシアチブ)は、有権者の50分の1の署名で成立

するものです。(50人に一人) 

 

● 具体的には次の条例案を私たちそれぞれの自治体(区町村または市、もしくは都道府県)に請

求します。 

 

● 小さな単位である区町村から始めるのが最も効果的ですが、実際に署名運動をしなければな

らないかというと、実はしなくてもこれは実現するんです。 

 

● 次ページの直接請求内容(文面の詳細が気になる部分があれば斯うご指摘)を拡散するだけで

す。 
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++++++各自治体への直接請求++++++ 

 

感染症対策による経済的被害の支援に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、(自治体名)の感染症対策等による、経済的被害に対する支援の手続きに関して必要な事項を定め、もって(自治体名)民

及び(自治体名)内企業の権益保全を速やかに担保することを目的とする。 

 

（ベーシックインカム支給法） 

第２条 (自治体名)長は、令和2年4月20日に閣議決定された、住民基本台帳に記録されている者1人につき10万円を給付する「新型コロナウ

イルス感染症緊急経済対策」に関して、回数や頻度を限定することなく、恒久的な月額支給制度とすることが住民の総意として、以下のベー

シックインカム支給法成立を令和２年５月に政府に強く要求、あるいは包括的地方公共団体（広域的地方公共団体）に対して、令和２年５月

に住民の総意として政府に強い要求書を提出するよう求めなくてはならない。 

 

１．わが国はベーシック・インカムを導入する。  

 

２．中央銀行(日本銀行)のみが、公的かつ独立した機関として、紙幣、帳幣、および電子通貨の形で法貨を発行するものとする。取引口座に

ある既存の帳幣はすべて法貨とする。民間金融機関の対応する債務は、中央銀行に対する債務とする。 

 

３．(ベーシックインカム) すべての個人が尊厳をもって存在し、社会生活に参加するために、中央銀行はベーシックインカムを住民基本台

帳に記録されている者すべてに毎月10万円を無条件で支給する。 

なお、社会保障給付費及び生活保護費の支給月額が10万円を超えている者に対しては、それまでの受給額が減少することはないものとする。 

また、ベーシックインカム支給月額は本法律の目的を達成するために政府と相談して年度ごとに見直すものとする。 

 

４．(経済の原則) 経済は人間の生活を基盤とするものでなければならず、ベーシックインカムは経済の基となる通貨（ベースマネー）でなけ

ればならない。資金供給の総額は中央銀行によって透明性をもって適切に調整するものとし、特に、政府と相談して貸付額と課税額を調整す

ることによって物価を安定させなければならない。 

 

（(自治体名)長の義務） 

第３条 (自治体名)の感染症対策等による経済的被害に対して、以下の(自治体名)住民及び、事業者へ直ちに必要な経済的支援を最大限に行

うものとする。 

 

１．(自治体名)長は児童扶養手当を受給している、又は認定を受けている世帯の児童扶養手当を本条例施行後、○回に限り、直近となる児童

扶養手当支給月に○万円を加算するものとする。 

 

２．(自治体名)長は(自治体名)内在住の非正規労働者を対象に令和２年２月から令和２年５月のいずれかの月で、前年同月に比べ収入が５

０％以上減収した(自治体名)民に○万円を給付するものとする。 

また、勤務歴が１年未満の場合は令和２年２月から令和２年５月のいずれかの月と比べ３か月前の月の収入が５０％以上減収した(自治体名)

内在住の非正規労働者に○万円を給付するものとする。 

 

３．(自治体名)長は令和２年２月から令和２年５月のいずれかの月で、前年同月に比べ収入が３０％以上減収した(自治体名)内の不動産を借

りて事業を営んでいる中小企業及び小規模事業者と個人事業主に一律、○○万円を給付するものとする。起業が１年未満の企業は令和２年２

月から令和２年５月のいずれかの月と比べ、３か月前の月の収入が３０％以上減少した(自治体名)内の不動産を借りて事業を営んでいる中小

企業及び小規模事業者と個人事業主に一律○○万円を給付するものとする。 

 

（(自治体名)長の努力規定） 

第４条 (自治体名)長は、国及び包括的地方公共団体（広域的地方公共団体）の感染症対策等による経済的損失に対する支援に必要な財源の

確保に努めなければならない。 

（ア）使途を明確にした寄付金窓口の創設、寄付の募集告知 

（イ）財政調整基金などの余剰予算の活用 

（ウ）国及び包括的地方公共団体（広域的地方公共団体）の交付金の活用 

（エ）不要不急の予算抑制 

など可能な限りの方法を用いて、財源の確保に努めなければならない。 

 

２．(自治体名)長は(自治体名)内の中小企業及び小規模事業者と個人事業主の倒産回避と(自治体名)内在住のすべての労働者の雇用維持を最

優先として、状況に臨機応変に対応しなくてはならない。 

 

３．(自治体名)長は(自治体名)内で発案される直接請求案全てを、全住民にわかりやすい形で直ちに周知しなくてはならない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１．この条例は、公布の日から施行する。 
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● この各自治体への直接請求テンプレートの赤文字をそれぞれの地域自治体名、金額に代え、

また直接請求内容を元にして条例案を作るか、前ページ各自治体への直接請求内容テンプレ

ートをそのままを拡散するだけです。 

 

● 要は、有権者の50分の1どころではない人数が利用しているメール、Facebook、ライン、など

のソーシャルメディアを使って拡散するのです。 

 

● すると、現在の議員がそれに沿って動く (彼らは自分の選挙区民がネットで何に興味を持っ

ているか、ネットで何が流行っているかを常に気にしており、それを吸い上げて法案を通す

というお手柄を立てようとしているので、我々がネットを使って彼らを動かす) ことになり

ますので、実際に署名運動をすることなく条例案は可決するというわけです。 

 

● 実際に直接請求テンプレートの３条と４条の内容がFacebookで発信され、その動きを市議や

区議がつかみ、１～２週間後に議会で可決されて児童扶養手当や労働者、事業者への支援給

付金支給の条例案が可決されています。(詳しくはネットでお調べください) 

 

● このように、いくつかの地方自治体(市区町村)のいくつかで条例が成立すると、百匹目の猿

現象で都道府県に要望書がどんどん提出されるようになるわけです。 

-------------- 

 

以上、私たちがいま迅速に発信すべきことであるために急いで作ったため、少々粗い案かもしれま

せんが、要点を箇条書きでお伝えしました。 

 

要点それぞれについて、詳しい話や真実情報がありますが、文章にするには情報量が多すぎるので、

詳しい説明はオンライン情報会で説明致します。 

 

オンライン情報会については、この「一人当たり１０万円支給を今後毎月にする方法」を送ってく

れた方に聞いてください。 

 

 これを理解できると思える周りの方に送るか、ご自身のソーシャルメディアにアップしてください。 

 

 決して理解するつもりのない方に無理やり理解させようとはしないでください。宗教ではありませ

んので。 

 

 そして、これはあなたが思うほど大きな人数が必要なものではありません。 

 

 ごく身近で信用できる人だけに「気持ちよく伝える」「説得しようとしない」「決して強制しない」

で伝えること、質問されたらもちろんご自身の理解の範囲内で答えること、理解の範囲外の質問であ

れば「私は理解できたけど、貴方を説得はしないので、これをヒントに自分で真偽を確認して」と伝

えることを心がけてください。 

 

 そうすると、気持ちよく伝えるということがずっと持続しますので、結果としてあなたが想像して

いる以上に広まります。 

 

 そうやって気持ちよく伝えるだけで、誰とも論争することなしにこの理想がいとも簡単に実現しま

すので。 

 では、嬉しい気持ちで伝えたくなった人だけに伝えてみてください。 

 

ありがとうございますm(_ _)m 


